
滑川市・魚津市ケアプランデータ連携シス

テムの活用促進モデル地域づくり事業業

務委託　仕様書



１　業務の名称 

滑川市・魚津市ケアプランデータ連携システムの活用促進モデル地域づくり事業業務委託 

 

２　業務の目的 

本業務は、滑川市及び魚津市の区域内に所在する居宅介護サービス事業所、居宅介護支援

事業所、介護予防支援事業所、福祉用具貸与事業所の全てが、ケアプランデータ連携システム

（以下「システム」という。）を導入し、活用するために必要となる環境整備を支援することで市

内の介護業界の業務効率化を推進することを目的とする。 

 

３　業務の履行場所 

滑川市内及び魚津市内(滑川市役所及び魚津市役所のほか、両市が指定する場所) 

４　委託期間 

契約締結の日から令和９年２月 28 日まで 

５　業務内容 

（１）　対象事業所　次のとおり 

　対象事業所には休止中の事業所は含まないものとし、委託期間中に新規に開業する事業所　　

も含まないものとする。 

 

（２）　主な業務 

　A：システムの導入及び活用を周知する説明会の開催 

　　対象事業所にシステム導入方法や活用方法を周知するため、特にシステムのメリット・導

入運用方法・経費について重点的に説明する説明会を開催すること。 

　　実施回数：両市の区域内の事業所を対象とした合同形式で１～２回程度 

　　開催形式：オンライン開催又は、会場開催とオンライン開催の併用方式とする 

　B:対象事業所用実務的マニュアルの提供 

　　対象事業所が日々の実務で迷わずシステムを運用できるよう、対象事業所の従業員にと

ってわかりやすい実務的マニュアルを提供すること。なお、既存のマニュアルを活用して差

し支えない。 

　C:システム導入・運用の伴走支援 

　　対象事業所は規模、IT 環境やその習熟に差があると見込まれることから、事業所の状況

に応じた伴走支援体制を提供すること。伴走支援として想定する業務は、ヘルプデスクの

設置、事業所の訪問による導入支援を行なうものとしているが、提案事業者の創意工夫に

よる伴走支援も可能である。 

　　ヘルプデスクの設置：システムの初期設定、アカウント登録、エラー発生時の対応等に関す

 滑川市 魚津市

 居宅介護支援事業所 10 ９
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 居宅介護サービス事業所等 48 53
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る専門の相談窓口（電話・メール等）を設置・運営すること。 

　　事業所の訪問による導入支援：電話及びメール等での初期設定が困難な事業所、又は訪

問による支援を希望する事業所に対し、最低 1 回以上の現地訪問による操作指導及び環

境設定支援を行うとともに、事業所が自立してシステム運用が可能になるまで伴走するこ

と。 

　D:本事業の全工程終了後、全体の実施結果、アンケートの分析結果、今後の利用継続に向

けた課題と提言をまとめた「事業実施報告書」を自治体ごとに作成すること。なお、成果品

として提出を求めるものは、次のとおりである。 

①. 事業実施報告書（アンケート効果測定結果を含む）: 正本２部（滑川市あて 1 部、魚津市

あて１部）、および電子データ 

②. 配布した実務マニュアル等一式: 電子データ 

③. 説明会実施資料・動画アーカイブ等: 電子データ 

 

６ 　成果品検査 

受託者は、業務完了後所定の手続を経て、委託者の検査を受けるものとする。この場合にお

いて、委託者から成果品が本業務に適合していないとして修正の指示があった場合には、速や

かに措置を講じるものとする。 

７ 　委託料支払条件 

委託者は、委託業務の完了を確認した後、支払請求書を受理したときは、一括して委託料を

支払うものとする。ただし、受託者の求めがあり委託者が適当と認めた場合は、委託料の範囲

において概算払を行うことがある。 

８ 　特記事項 

(１)　資料の貸与 

業務を遂行する上で必要な資料等は、必要に応じて委託者から随時貸与する。なお、貸与

した資料の複製の可否、返却等については委託者の指示に従うこと。 

(２)　再委託 

本業務の全部を第三者に再委託してはならない。また、本業務の一部を第三者に再委託す

るときは、あらかじめ委託者に書面により報告し、委託者の承認を得ること。 

(３)　法令遵守 

業務の実施に当たり、関係法令及び条例を遵守すること。 

(４)　守秘義務 

本業務上知り得た情報等については、委託者の承諾なしに本業務以外で使用し、また、第

三者に対して漏えいしてはならない。なお、この守秘義務は、契約終了後も継続するものと

する。受託者の責により秘密が漏えいし、委託者が損害を受けた場合、受託者はその損害に

対し賠償の責を負う。 

(５)　個人情報の保護 

受託者は、この契約に基づく業務を実施する際、別添個人情報の取扱いに関する特記事項

に記載の内容を遵守 しなければならない。 



(６)　セキュリティ対策 

本業務において送信する電子メール及び電子メールに添付する書類については、コンピュ

ータウィルス感染に対する予防、検出及び駆除のための最新の処理を実施するものとする。 

(７)　瑕疵責任 

業務完了後に、受託者の責に帰すべき理由による成果品等の不良箇所があった場合は、

受託者は速やかに委託者が必要と認める訂正、補足等の措置を行うものとし、これに係る経

費は受託者が負担するものとする。 

(８)　成果品の管理及び帰属 

本業務で得られた成果品等の所有権、著作権及び利用権は、委託者に帰属する。 また受

託者は、著作者人格権を行使できないものとする。受託者は委託者の許可なく成果品等を第

三者に公表、貸与、使用、複写又は遺漏してはならない。 

 

９ 　その他 

(１)　受託者は、作業の方法及び順序並びに作業実施に必要な事項について、 委託者と事前

に打合せを行うこと。 

(２)　原則、提案時に設定した担当者等の変更は、行わないものとする。やむを得ない事情の

場合は、事前に委託者と協議し、委託者の承諾の上で変更 を行うものとする。 

(３)　本仕様書に定めのない事項については、委託者と協議して決定するものとする。本仕

様書に疑義が生じた場合についても、同様とする。 

 

１０　担当部署 

〇滑川市 

　　〒936-8601 

　　富山県滑川市寺家町 104 

　　滑川市高齢介護課高齢介護係　 

　 

　〇魚津市 

〒937-8555 

　 富山県魚津市釈迦堂一丁目 10 番１号　　 

魚津市社会福祉課介護保険係 

 

（各書類の提出先及び問合せ先） 

魚津市 民生部 社会福祉課　介護保険係 (魚津市役所１階) 

住 所：〒937-8555 富山県魚津市釈迦堂 1-10-1 

電 話：0765-23-1148(直通) 

メール： kaigo@city.uozu.lg.jp 

 



（別添） 

個人情報取扱特記事項 

第１　基本的事項 

乙は、この契約による事務（以下「委託事務」という。）を処理するために個人情報

（個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人が識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ

により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。以下同

じ。）を取り扱うに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報

の取扱いを適正に行わなければならない。 

第２　取得の制限 

乙は、委託事務を処理するために個人情報を取得するときは、当該委託事務の目

的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により取得しなければな

らない。 

第３　秘密の保持 

乙は、委託事務を処理する上で知り得た秘密を漏らしてはならない。この契約が終

了し、又は解除された後においても、同様とする。 

第４　利用及び提供の制限 

乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、委託事務を処理するために取り扱う

個人情報を当該委託事務の目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供してはな

らない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

第５　安全確保の措置 

乙は、委託事務を処理するために取り扱う個人情報の漏えい、滅失又はき損の防

止その他の当該個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならな

い。 

第６　従事者への周知及び監督 

１　乙は、委託事務に従事している者（以下「従事者」という。）に対し、在職中及び退

職後において、当該委託事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に利用してはならないことを周知しなければならない。 

２　乙は、委託事務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよ

う、従事者に対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

第７　複写又は複製の禁止 

乙は、委託事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資料

等を複写し、又は複製してはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を受

けたときは、この限りでない。 

第８　資料等の返還及び廃棄 

１　乙は、委託事務をするために甲から引き渡された個人情報が記録された資料等

を、業務完了（業務中止及び業務廃止を含む。以下同じ。）後直ちに甲に返還しなけ

ればならない。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

２　乙は、委託事務を処理するために甲から引き渡され、又は乙が自ら作成し、若しく

は取得した個人情報が記録された資料等（前記１の規定により甲に返還するもの

を除く。）を、業務完了後速やかに、かつ、確実に廃棄しなければならない。ただし、

甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

第９　取扱状況の報告及び調査 

甲は、必要があると認めるときは、委託事務を処理するために取り扱う個人情報

の取扱状況を乙に報告させ、又は随時、実地に調査することができる。 

第10　指示 



甲は、乙が委託事務を処理するために取り扱っている個人情報について、その取

り扱いが不適正と認められるときは、乙に対して必要な指示を行うものとし、乙はそ

の指示に従わなければならない。 

第11 事故報告 

乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったとき

は、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

第12 損害のために生じた経費の負担 

委託事務の処理に関し、個人情報の取扱いにより発生した損害（第三者に及ぼした

損害を含む。）のために生じた経費は、乙が負担するものとする。ただし、その損害が

甲の責めに帰する事由による場合においては、その損害のために生じた経費は、甲

が負担するものとする。 

第13 名称等の公表 

甲は、乙がこの契約に違反し、個人情報の不適正な取扱いを行った場合において、

事前に乙から事情の聴取を行った上で、次の⑴から⑸までのいずれかに該当すると

認められるときは、乙の名称、所在地及びその個人情報の不適正な取扱いの内容を

公表することができる。 

（１）　第３の規定に違反し秘密を漏らしたとき。 

（２）　第４の規定に違反し目的外の利用又は提供をしたとき。 

（３）　第５の規定に違反し必要な措置を怠り個人情報を漏えい、滅失又はき損したと

き。 

（４）　（１）から（３）までに相当する個人情報の不適正な取扱いがあるとき。 

（５）　（１）から（４）までに規定するもののほか、個人情報の不適正な取扱いの態様、

個人情報の内容、損害の発生状況等を勘案し、公表することに公益上の必要性が

あるとき。


